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研究成果の概要（和文）：　福島第一原子力発電所の事故はさまざまな法的問題が発生させた。とりわけこの事故によ
って生命・財産に対する膨大な損害が発生した。損害賠償を求めて、東京電力に対する直接賠償請求、ＡＤＲセンター
による和解あっせん、民事裁判などが行われている。その他、原発事故に起因する労働災害とか雇用問題、応急仮設住
宅の問題なども発生している。本研究は、「福島」という被災地の視点から見た賠償問題等を検討したものである。

研究成果の概要（英文）：　We sustain great damages by the severe accident of Fukushima nuclear power 
Plant.People have negotiations with Tokyo electric power Inc.. They offer reconciliations in 
ADR-center.They also institute civil suits.The accident cause workmanns compensation and employment 
problems and housing proglems.We conduct this research from viewpoint of victim in FUKUSHIMA.

研究分野：民法学
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１．研究開始当初の背景 
 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災により、
東京電力福島第一原子力発電所が過酷事故
を起こし、さまざまな法的問題が発生した。
とりわけ原発のおかれている浜通りから福
島県内および県外に膨大な数の指示避難者
を出したうえ、中通りからも多数の自主避難
者を出しており、現在まで避難生活が継続し
ている者も多い。 
民法の分野においては、東京電力に対する
損害賠償・補償の問題が重要な課題となって
いた。損害といっても、避難費用・帰宅費用、
放射能汚染に対する検査費用（人身および財
産）、精神的損害、営業妨害、就労不能によ
る損害、自主的な除染費用など多くの項目に
及んでいた。さらに原子力損害の賠償に関す
る法律（原賠法）は民法の特別法であるため、
原賠法に規定がない場合には、民法が適用さ
れることになる。たとえば、原発事故と損害
の発生との因果関係であるとか、損害賠償請
求の期間制限として、民法 724条の短期 3年、
長期 20 年の適用問題などが浮かび上がって
いた。また原発の促進は国策でもあったため
に、国の責任ということもクローズアップさ
れていたのである。 
このような原発事故に対する民事責任・行
政責任の問題を追及することが、被災地にあ
る大学の使命であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 震災および原発事故から 5か月余りが経っ
た 2011年 8月に、原子力損害賠償紛争審査
会は、「中間指針」を提示し、その後、4次に
及ぶ追補が出されている。早急に中間指針が
出されたことを評価しつつも、精神的損害に
しろ財産的損害にしろ、被災者・被害者・避
難者の納得できるものとは到底いえない内
容であった。それゆえ「福島」「ふくしま」
という被災地・被害者の視点からして、どの
ような法的解決が望まれるのか、とくに東京
電力に対する損害賠償・補償問題のあり方を
検討することが必要となった。 
そこで第 1に、被害者が東京電力に対して
賠償を直接請求する場合のみならず、原子力
損害賠償紛争解決センター（ＡＤＲセンタ
ー）における和解あっせんにおいても、原賠
審の中間指針が大きな影響を与えることが
予想されたために、これらも視野においた解
決指針を提示することであった。 
第 2に、直接請求およびＡＤＲでは満足の
いく解決がなされないとして、民事訴訟に踏
み切った被害者・避難者も多く、そのために
福島県内のみならず、北海道から関西まで全
国各地で非常に多くの訴訟が提起されてい
る。そのためこれらの訴訟に対して、有意義
な法的構成を提示できることを念頭におい
ていた。 
 
３．研究の方法 
 福島の地にいると、避難者・被害者と日常

接していることになる。その点が被災地の外
からの調査者と異なるところである。調査に
際して、被災者から外部の調査者に対する
「物見遊山」という非難めいた声を何度も聞
いた。 
それゆえ、第 1 に原発事故における被害
者・避難者からの直接の聞き取りから始める
こと。 
第 2 に原子力損害賠償紛争解決センター
（ＡＤＲセンター）における和解あっせんの
実態を調べること。 
第 3に福島において原発の民事訴訟を担当
している弁護士等への聞き取りとか、全国各
地で民事訴訟を展開している弁護士等が加
わっている研究回答に積極的に参加して資
料の収集に努めたところである。 
その他、町の法律家として、被災者に直接
接している、司法書士、行政書士、土地家屋
調査士等からも間接的に被災者の声を集め
た。 
そのうえで、民法・行政法・労働法・法社
会学といった多様な研究者集団であること
を生かし、かつ研究者自身の研究分野に即し
て課題を求めていくことにした。 
 
４．研究成果 
 原発事故は現在でも収束していない。チェ
ルノブイリ事故のことを考えると、健康被害
はこれから発生することが予想される。除染
はある程度すすめられているが、子ども・妊
婦が安心して暮らせる状況かと問われたな
らば、決して、Ja!とはいえない。それゆえ、
研究成果は「中間報告」としての意味をもつ
ものといえよう。 
それゆえ、研究成果として、一応、『被災
地の視点での原子力損害に対する賠償問題』
（2016 年 3月）の報告書にまとめることにし
た。これは研究を進めていく中で、各人が関
心をもったテーマにつき、論文の形でまとめ
たものである。年月日を締切りとしたので、
提出に間に合わなかった者もいたが、原発事
故が収束していないのと同様に、研究もこれ
で終りということはないので、今後に期待す
ることにしたい。 
この報告書には、以下の論稿が掲載されて
いる。 
① 富田哲「原発事故に対する損害賠償の
ゆくえ―賠償問題に欠けているものは
何か―」 
② 長谷川珠子「震災・原発事故後の福島
における労働問題」 
③ 山崎暁彦「東日本大震災後の住まいの
退去をめぐるトラブル」、 
④ その他、清水晶紀「科研費研究成果報
告書」、これは研究に対する自己評価で
ある。 
ただし、資金難のため郵送することはでき
ず、配布は余り進んでいない。 
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